
事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

5,366

1.42 1.02

22,205 19,431 25,991

Ａ

Ａ

Ｂ

16.00

0.75

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

49,501 45,187 38,642 36,120 42,894

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

１　教育の充実

５　幼児教育の充実

50

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

48 54

41,986 34,759

0 0 0

総合戦略

公立幼稚園の適正管理及び効果的な幼稚園運営の実施　(1) 幼稚園運営に必要な臨時職員の配置  　(2) 幼稚園教育の効果をあげるための環境整

備  　(3) 特別な配慮を要する園児に対する補助員の配置

R2年度実績 R3年度見込

公立幼稚園充足率 20

実績値

47.0

公立幼稚園の適正な管理運営を行うことで、幼児教育の機会を確保する。

公立幼稚園の幼児の実態に応じた教育、環境整備を行うとともに、特別な配慮を要する幼児に、きめ細かな指導ができる。

人

員

コ

ス

ト

13,006

特

定

財

源

0

0 396 1,212 1,746

10,428 7,406

0 0

0

0

0

0.60

7,515

周

辺

環

境

平成２７年度以降、公立幼稚園８園（休園施設含む）を管理・運営してきたが、令和元年度末で鹿野幼稚園を廃止し、令和２年度から鹿野こども園を設置した。

また、令和２年度末で福川南幼稚園を廃止した。

平成２５年に策定した「周南市公立幼稚園の再編整備について」に基づき、平成２６年度末までに、都市地域４園については廃園、西部地域３園については統合を

行った。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

利用者の減少が顕著であることから、他園との交流を行うなど、集団生活の中で、多様な経験・

体験ができる環境づくりに努める。９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｃ

評価の理由

現状の周辺環境

公立幼稚園の適正な管理運営を行い、幼児教育の機会を確保できた。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
適切な保育環境の確保、幼児教育の質の向上

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

適正な幼稚園運営を実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

私立幼稚園との役割分担のもと、幼児教育の一層の向上に努めていく。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果上昇

コスト維持

研修の充実や小学校教育への円滑にする取組みにより幼児教育の質の向上を図るとともに今後の利用者の減少を

踏まえ、他園との交流を一層深めるとともに、地域状況に応じ、認定こども園化等による園の統廃合についても検討を

進める。

16.00

(19,431 ) (25,991 )（事業費集計済分）

28,226

正職員

（人）正職員以外
1.02

0 0

7,515 10,428 7,406

6,480 1,361 3,077

4,293

13,712

事

業

概

要

対　象

公立幼稚園児

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

女性就業者の増加と少子化により公立幼稚園の利用者は大きく減少することが想定される。

(0 ) (0 ) (22,205 )
（人）

5,366 4,293

27,64723,544

正職員以外

31,236 30,754 38,601

0

50 50目標値 ％

基

本

情

報

％ 37.9 36.7

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

35,52421,303

事務事業名 幼稚園運営事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 75.8 73.4

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

23.5 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

716

0.05 0.10

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

0.00

0.10

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

499 760 857 978 620

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

１　教育の充実

５　幼児教育の充実

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

131 393

0 0 0

総合戦略

山口県私立幼稚園協会に対する補助　（１） 特別教育を必要とする幼児が在園する幼稚園に対し、私立幼稚園協会が実施する補助事業が対象

（２） 特別教育を必要とする幼児一人当たり県と市町がそれぞれ年額131,000円を私立幼稚園協会に補助

R2年度実績 R3年度見込

指標なし

実績値

-

私立幼稚園における特別支援教育の充実を図る。

私立幼稚園における特別支援教育の充実を図る。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

367 726

0 0

0

0

0

0.05

368

周

辺

環

境

県制度を補完するもので、状況に変化はない。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

私立幼稚園が実施する事業に対する補助であり効率的に実施されている。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

特別教育を必要とする幼児が在園する幼稚園に対する事業補助であり妥当性は高い１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

事業量に応じ、県と市が同額を補助するものである。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

支援を要する児童数は増加しており、今後とも必要な事業として継続実施する。　また、支援制度の拡充を要望するとともに、私立幼稚園での特別支援教

育への協力について要請していく

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

131

正職員

（人）正職員以外
0.05

0 0

368 367 726

0 0 0

358

0

事

業

概

要

対　象

特別教育を必要とする幼児が在園する幼稚園

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

私立幼稚園の特別支援教育推進のため有効な事業であり、継続して事業を実施する。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

716 358

262131

正職員以外

131 262 262

0

目標値

基

本

情

報

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

262393

事務事業名 私立幼稚園特別支援教育費補助事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

-



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

21,680

3.03 2.03

4,754 4,294 6,365

Ａ

Ａ

Ａ

3.00

3.03

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

20,880 27,488 19,727 26,258 29,089

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

１　教育の充実

５　幼児教育の充実

80

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

5,923 5,236

0 0 0

総合戦略

ことばに課題をかかえる幼児のことばの改善を図るための通級指導　(1) 指導に必要な嘱託職員を配置　(2) 指導環境の整備　(3) 保護者、各幼稚園・

保育所等関係機関への啓発

R2年度実績 R3年度見込

相談件数 80

実績値

101.3

ことばに課題をかかえる幼児・保護者への支援を行うことで、個に応じた望ましい育成を図る。

ことばに課題をかかえる幼児・保護者への支援を行うことで、個に応じた望ましい育成を図る。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

22,252 14,762

0 0

0

0

0

3.15

14,957

周

辺

環

境

平成２７年度より、市長部局が「補助執行」で業務を担っており、「徳山教室」「新南陽教室」「熊毛教室」の３教室を設置している。

当初は今宿幼稚園に付随した教室として事業を開始し、教育委員会直轄として幼稚園指導担当が直接指導管理を行っていた。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

現在は、学校の空き教室等を利用して実施しているが、今後は、利用者のニーズにあった場所

や時間等で実施していくことも検討していくことも必要である。９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

ことばに課題をかかえる幼児に対する相談は多い。個に応じた望ましい育成を図るうえでも、市が

実施する意義が高い。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

多くの相談があるが一人ひとりきめ細かな対応を行っている。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

ことばに課題をかかえる幼児・保護者への必要な支援であり、幼児一人ひとりの個性を尊重し、可能性を伸ばす教育の充実に努めていく。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

3.00

(4,294 ) (6,365 )（事業費集計済分）

5,923

正職員

（人）正職員以外
2.03

0 0

14,957 22,252 14,762

0 0 0

22,538

0

事

業

概

要

対　象

周南市内在住のことばに課題をかかえる３歳以上の未就学児

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

ことばの支援や指導を要する児童の増加が見られる状況において、有効な事業であり、継続して事業を実施する必要がある。

(0 ) (0 ) (4,754 )
（人）

21,680 22,538

4,5784,965

正職員以外

4,965 4,578 6,551

0

80 80目標値 件

基

本

情

報

件 90 63

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

6,5515,236

事務事業名 幼児ことばの教室運営費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 112.5 78.8

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

81 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

4,293

1.50 1.50

0 2,468 2,697

Ａ

Ａ

Ａ

1.00

0.60

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

6,068 11,180 11,054 7,005 10,027

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

１　教育の充実

５　幼児教育の充実

100

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

2,016 164

0 0 0

総合戦略

（１）市の事業として幼児教育推進事業に取り組んでいる先進地への視察を実施する。　（２）保育所・幼稚園の指導担当が質の向上の核となり、幼児

教育の教育内容や指導方法、指導環境の改善について助言を行う。　（３）指導担当以外に幼児教育アドバイザーを配置し、職員の育成を行う。

（４）幼保小連携推進調整監を配置し、小学校教育との円滑な接続の推進を図る。

R2年度実績 R3年度見込

合同研修会への参加率 100

実績値

80.0

幼児教育に携わるすべての職員の資質を向上させ、本市の幼児教育の更なる質の向上を目指す。

幼児教育に携わるすべての職員の資質を向上させ、本市の幼児教育の更なる質の向上を目指す。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

11,016 10,892

0 0

0

0

0

1.00

4,052

周

辺

環

境

これまでの幼児教育の質の向上に加え、小学校教育との円滑な接続の推進についても取り組みを進めるため、新たに「幼保小連携推進調整監」を配置して対応する。

平成29年度から、幼児教育に対して専門的な知見や豊富な実践経験を持つ「幼児教育アドバイザ―」を市独自で設置し、幼稚園、保育所や認定こども園といった幼児

教育・保育施設の枠を越えた合同研修会の企画・実施、また、施設の希望に応じて園訪問を行い、助言等を行っている。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

現場での指導だけでなく、必要に応じオンラインによる会議や指導等も行っていく必要がある。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

本市の幼児教育の更なる質の向上を目指す上でも、関係する職員の資質向上を図る本事業

の必要性は高い。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

新型コロナウイルス感染症の影響により合同研修(講演会）は中止となったが、幼保小連携推

進調整監による訪問指導等の活動は概ね実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

周南市全体の幼児教育・保育の質の向上に向けて実施すべき事項を明確にした上で、全職員が認識し、計画的に取り組む必要がある。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

拡充

成果上昇

コスト増大

公私立保育所・幼稚園・認定こども園等の枠を超えて事業を実施することで、周南市全体の幼児教育の質の向上を

図る必要がある。

1.00

(2,468 ) (2,697 )（事業費集計済分）

2,016

正職員

（人）正職員以外
0.55

0 0

4,052 11,016 10,892

0 0 0

7,155

0

事

業

概

要

対　象

市内の公私立幼稚園、保育所及び認定こども園

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

周南市全体の幼児教育の更なる質の向上を図るため、本市のアドバイザーを中心に、教職員の相互理解と連絡体制を整備するとともに、職員の質の向上を目的とする研

修会の開催や園訪問等を継続して行い、実践的な幼児教育の理解推進を図る。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

4,293 7,155

2,712162

正職員以外

162 2,712 2,872

0

100 100目標値 ％

基

本

情

報

％ 60.3 82

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

2,872164

事務事業名 幼児教育推進事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 60.3 82.0

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

80 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

2,147

0.00 0.00

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

0.00

0.30

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

0 0 0 4,940 4,506

令和３年度

事業期間 令和2年度分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

１　教育の充実

５　幼児教育の充実

100

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

0 0

0 0 0

総合戦略

公立幼稚園施設の施設管理および改修等の実施

R2年度実績 R3年度見込

事業費執行率 100

実績値

92.3

公立幼稚園施設の適切な施設管理および改修を行うことで、園児の安心・安全な教育環境を確保する

園児たちに安心・安全な教育環境を提供できる

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

0 0

0 0

0

4

0

0.30

0

周

辺

環

境

施設の老朽化は顕著であり、現行施設を維持する上でも多額のコストが必要となる。

施設の老朽化が著しい幼稚園施設について、施設管理および改修に特化した事業を創設し、効果的かつ効率的な運営を行なう。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

より効果的な管理方法や、予防修繕等の導入など、見直す余地がある。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

幼稚園の安心・安全な施設環境を維持・管理するための事業であり、妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

安心・安全な施設環境を提供するため、必要な修繕・改修を実施した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

園児たちの安心・安全な施設環境を確保するために必要な事業であり、今後も適切な施設管理および必要な改修・修繕を実施していく必要がある。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

今後も、安心・安全な施設環境を提供するため、計画的に改修・修繕を実施していく。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.00

0 7

0 0 0

0 0 0

2,147

0

事

業

概

要

対　象

公立幼稚園施設

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

施設の維持コストは今後も増加する傾向にあり、施設の統廃合など、施設全体に係るコストを抑える取り組みが必要となる。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

2,147 2,147

2,7860

正職員以外

0 2,793 2,359

0

0 0目標値 ％

基

本

情

報

％ 0 0

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

2,3550

事務事業名 幼稚園施設運営管理事業費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

92.3 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

2,390

5,366

0.00 0.00

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

0.00

0.75

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

0 0 0 48,312 19,295

令和３年度

事業期間 令和2年度分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

３　子育て環境の充実

３　保育サービスの充実

100

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

0 0

0 0 0

総合戦略

児童福祉施設等の施設管理および改修等の実施

R2年度実績 R3年度見込

事業費執行率 100

実績値

85.4

児童福祉施設等の適切な施設管理および改修を行うことで、子どもたちの安心・安全な保育等の環境を確保する

子どもたちに安心・安全な保育等の環境を提供できる

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 2,196

0 0

0 0

2,196

8,008

0

0.35

0

周

辺

環

境

施設の老朽化は顕著であり、現行施設の維持をする上でも多額のコストが必要となる。

施設の老朽化が著しい児童福祉施設等について、施設管理および改修を一元化することで、効果的かつ効率的な運営を行う。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

より効果的な管理方法や、予防修繕等の導入など、見直す余地がある。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

児童福祉施設の安心・安全な施設環境を維持・管理するための事業であり、妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

安心・安全な施設環境を提供するため、必要な改修・修繕を実施した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

子ども達の安心・安全な保育環境を確保するために必要な事業であり、今後も適切な施設管理および改修・修繕を実施していく必要がある。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

今後も、安心・安全な施設環境を提供するため、計画的に改修・修繕を実施していく。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.00

0 4,356

0 0 0

0 0 0

2,504

0

事

業

概

要

対　象

児童福祉施設等（保育所、児童クラブ、子育て支援センター、ファミリーサポートセンター等）

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

施設の維持コストは今後も増加する傾向があり、施設の統廃合など、施設全体に係るコストを抑える取り組みが必要となる。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

5,366 2,504

12,8980

正職員以外

0 42,946 16,791

2,390

0 0目標値 ％

基

本

情

報

％ 0 0

0.00 0.00 0.00

0 21,300

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

4,0030

事務事業名 児童福祉施設等運営管理事業費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

85.4 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

316

17,172

4.39 3.09

253,592 248,490 260,232

Ａ

Ｂ

Ａ

163.00

2.40

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

490,654 440,849 460,852 413,482 443,250

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

３　子育て環境の充実

３　保育サービスの充実

0

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

123,061 112,649

463,761 408,609

344 344 323

総合戦略

●公立保育所13施設（定員1,190人）、公立認定こども園1施設（定員55人）における教育・保育の実施に必要な管理運営

R2年度実績 R3年度見込

保育所待機児童数 0

実績値

-

保護者の子育て支援の充実を図り、児童の心身の健全な発達を図る。

保護者の子育て支援の充実を図り、児童の心身の健全な発達を図る。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

17,736 15,797 39,677 8,674

32,240 22,436

0 200

75

54,465

0

3.70

26,893

周

辺

環

境

令和2年度より鹿野保育園を廃止し鹿野こども園を設置した。

公立保育所において、保育を必要とする児童に対し保育を実施。「子ども・子育て支援新制度」における保育必要量の認定及び施設の利用調整を行っている。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

本年度、施設運営の効率性向上のための施設にＰＣとタブレット端末を配備し、施設と保護者

をつなぐ運営支援システムを導入した。９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

公立保育所及び認定こども園の適正な管理運営のために必要な事業である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

１０月時点で５人、１１月時点で２人の待機児童が一時的発生した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

周南市全体の幼児教育・保育の質の向上に向けて実施すべき事項を明確にした上で、全職員が認識し、計画的に取り組む必要がある。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

163.00

(248,490 ) (260,232 )（事業費集計済分）

322,620

正職員

（人）正職員以外
3.65

15,979 15,530

26,893 32,240 22,436

84,969 69,709 49,739

26,474

0

事

業

概

要

対　象

保育を必要とする就学前児童及び保護者　・保育を必要とする就学前児童及び保護者

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

児童福祉法及び子ども・子育て支援法の定めるところにより、この事業を確実に実施する。

(0 ) (0 ) (253,592 )
（人）

17,172 26,474

302,322291,168

正職員以外

438,416 396,310 416,776

6,713

0 0目標値 人

基

本

情

報

人 0 0

0.00 0.00 0.00

6,300 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

305,543279,619

事務事業名 保育所等運営事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

5 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

1,049,270

13,952

0.90 0.95

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

0.00

1.95

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

1,560,435 1,667,113 1,969,671 2,342,874 2,436,219

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

３　子育て環境の充実

３　保育サービスの充実

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

1,555,277 1,660,503

526,146 543,082 766,583

総合戦略

●私立保育所に対する施設型給付費の交付　●「子ども・子育て支援新制度」に移行した私立幼稚園に対して施設型給付費を交付　●認定こども園に対

する施設型給付費の交付

R2年度実績 R3年度見込

指標なし

実績値

-

地域のニーズに基づき、幼児期の教育の提供について計画を策定し、給付事業を実施することで量の拡充と質の向上を図る。

地域のニーズに基づき、幼児期の教育の提供について計画を策定し、給付事業を実施することで量の拡充と質の向上を図る。

人

員

コ

ス

ト

269,114

特

定

財

源

0

316,712 326,941 463,875 582,047

6,610 6,898

0 0

993,802

232,175

0

1.65

5,158

周

辺

環

境

「子ども・子育て支援新制度」により創設された施設型給付費の給付体系に位置付けられる保育所、幼稚園および認定こども園の各事業の給付を平成28年度より一本

化し、円滑な給付に努める。

平成27年度からの「子ども・子育て支援新制度」により、「施設型給付」を創設。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

積算ミスを防ぐため、積算シートの見直しを行った。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

国の制度に基づく事業であり適切に実施していく。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

適正に実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

私立幼稚園等が新制度に円滑に移行できるよう必要な支援を行っていく。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

国の制度に基づく事業であり、引き続き適切かつ効率的に実施していく。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

450,529

正職員

（人）正職員以外
0.70

0 0

5,158 6,610 6,898

204,855 121,160 132,175

11,806

261,890

事

業

概

要

対　象

私立保育所　私立幼稚園　私立認定こども園

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

少子化や女性の社会進出などの保育ニーズの変化に対応するため新制度への移行や認定こども園化など運営形態の変化が見込まれる。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

13,952 11,806

631,913527,460

正職員以外

1,962,773 2,328,922 2,424,413

610,219

目標値

基

本

情

報

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

400,574521,366

事務事業名 施設型給付事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

-



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

156,380

1,789

0.05 0.10

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

0.00

0.25

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

105,027 169,587 185,928 186,965 287,499

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

３　子育て環境の充実

３　保育サービスの充実

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

104,659 169,220

50,742 87,427 95,736

総合戦略

小規模保育施設、事業所内保育施設に対する地域型保育給付費の交付

R2年度実績 R3年度見込

指標なし

実績値

-

地域のニーズに基づき、幼児期の教育の提供について計画を策定し、給付事業を実施することで量の拡充と質の向上を図る。

地域のニーズに基づき、幼児期の教育の提供について計画を策定し、給付事業を実施することで量の拡充と質の向上を図る。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

25,890 40,326 40,514 39,298

367 726

0 0

100,105

30,000

0

0.25

368

周

辺

環

境

平成27年度からの「子ども・子育て支援新制度」により、「地域型保育給付」を創設。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

積算ミスを防ぐため、積算シートの見直しを行った。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

国の制度に基づく事業であり適切に実施していく。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

適切に実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

円滑な運営のために必要な支援を行っていく。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

28,027

正職員

（人）正職員以外
0.05

0 0

368 367 726

0 0 0

1,789

0

事

業

概

要

対　象

小規模保育施設　事業所内保育施設

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

「子ども・子育て支援新制度」により創設された地域型保育給付費の給付体系に位置付けられる小規模保育施設、事業所内保育施設への給付事業であり、円滑な給

付に努める。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

1,789 1,789

45,77348,952

正職員以外

185,202 185,176 285,710

61,048

目標値

基

本

情

報

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

38,28241,467

事務事業名 地域型保育給付事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

-



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

215

0.15 0.10

0 0 0

Ｂ

Ｃ

Ｂ

0.00

0.03

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

2,803 1,702 1,326 413 958

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

３　子育て環境の充実

３　保育サービスの充実

3

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

1,698 600

0 0 0

総合戦略

「世代間交流事業」「異年齢児交流事業」「育児講座」など、地域の特性や多様化する保育ニーズに応じた事業を展開する私立保育所に対し補助金を交

付

R2年度実績 R3年度見込

事業実施数 3

実績値

66.7

地域の特性や多様化する保育ニーズに対応するため、保育所の有する専門的機能を地域住民のために活用し、児童福祉の向上及び地域福祉の向上を図

る。

保育所と地域のつながりが密接となり、地域全体で子どもを見守る機運の醸成や、保育所の地域貢献による地域の活性化が図られる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

1,102 726

0 0

0

0

0

0.05

1,105

周

辺

環

境

平成30年度からは私立保育所のみを事業の対象とし、公立保育所に係るものは保育所運営事業費により対応している。

従前、補助対象事業であったが、平成24年度からは国庫補助対象外として市単独事業となった。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

事業内容・経費の見直しの余地がある。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｃ

評価の理由

現状の周辺環境

私立保育所の地域活動への支援のため、現段階では妥当である１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

概ね実施できた

Ｂ２．事務事業の目的（対象・意図）

事業内容、経費の見直しを検討の上、私立保育所について方向性への理解を求めていく。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

縮小

成果維持

コスト削減

私立保育所に方向性についての理解を求めるために、経過措置などの段階を踏むなど、手法を検討する必要がある。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

1,698

正職員

（人）正職員以外
0.15

0 0

1,105 1,102 726

0 0 0

358

0

事

業

概

要

対　象

市内私立保育所

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

平成24年度からは市単独事業となっており、公益性や必要性等の観点から、事業内容等の見直しを検討する必要がある。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

215 358

198600

正職員以外

600 198 600

0

3 3目標値 件

基

本

情

報

件 3 3

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

600600

事務事業名 保育所地域活動事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.0 100.0

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

2 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

1,717

0.15 0.15

24,226 23,904 49,703

Ｂ

Ａ

Ａ

24.00

0.24

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

31,992 34,480 31,213 31,825 58,546

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

３　子育て環境の充実

３　保育サービスの充実

20

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

30,518 33,378

0 0 0

総合戦略

（１）障害児の保育に対応するため、障害児を受け入れている公立保育所に対し、保育士を加配　（２）事業目的に沿った保育を実施する私立保育所

に対し補助金を交付

R2年度実績 R3年度見込

障害児保育実施園数 20

実績値

95.0

障害児に対する子育て支援の充実を図る。

障害児に対する子育て支援の充実

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

1,102 1,089

0 0

0

20,000

0

0.24

1,474

周

辺

環

境

更に県事業は、平成23年度より、「特別保育等推進費補助金」から「安心こども基金」を活用した交付金事業へ変更された。平成24年度以降はすべてが一般財源化さ

れ、市単独事業となった。

平成15年度より、特別児童扶養手当の支給対象障害児受入れに対する国・県費補助金は一般財源化された。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

適正かつ効率的な事務ができるよう常に見直している。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

障害児に対する子育て支援の充実を図るうえでも必要性が高い。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

適正に実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

障害児の受け入れを困難にさせないためにも、事業を継続していく。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

23.00

(23,904 ) (49,703 )（事業費集計済分）

30,518

正職員

（人）正職員以外
0.20

0 0

1,474 1,102 1,089

0 0 0

1,717

0

事

業

概

要

対　象

保育を必要とする障害児であり、かつ集団保育が可能な児童

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

平成24年度より市単独事業となったが、障害児保育へのニーズに適切に対応するためには、事業の継続が必要である。

(0 ) (0 ) (24,226 )
（人）

1,717 1,717

30,10830,124

正職員以外

30,124 30,108 56,829

0

20 20目標値 施設

基

本

情

報

施設 19 17

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

36,82933,378

事務事業名 障害児保育事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 95.0 85.0

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

19 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

2,147

0.15 0.30

0 0 0

Ｂ

Ａ

Ａ

0.00

0.30

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

578 1,261 3,938 2,293 2,307

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

３　子育て環境の充実

３　保育サービスの充実

70

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

210 159

0 0 800

総合戦略

民間保育サービス施設の職員研修経費と職員及び入所児童の健康診断経費について補助金を交付　（１） 研修代替職員雇用事業費補助金

（２） 入所児童健康診断事業費補助金　（３） 職員健康診断事業費補助金

R2年度実績 R3年度見込

民間保育サービス施設入所児童数 50

実績値

78.6

認可外保育施設へ入所している児童及び職員の処遇向上を図る。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

134 157 500 94

1,102 2,178

0 0

0

0

0

0.30

368

周

辺

環

境

児童数の減少や認可外保育施設から地域型保育施設への移行等により補助対象となる児童数が減少傾向にある。

平成14年10月から認可外保育施設事業者の届出が義務付けられ、県による情報提供等が実施されている。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

適正かつ効率的な事務ができるよう常に見直している。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

認可外保育施設へ入所している児童及び職員の処遇向上を図るうえでも必要性が高い。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

適正に実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

民間保育サービス施設（認可外保育施設）の入所児童の処遇向上を図っていく。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

引き続き継続していくが、できるだけ認可施設と同様の取組みを行うよう支援していく必要がある。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

76

正職員

（人）正職員以外
0.05

0 0

368 1,102 2,178

0 0 0

2,147

0

事

業

概

要

対　象

民間保育サービス施設（認可外保育施設。ただし、企業主導型保育事業を除く）及びその入所児童

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

全県的な事業であり、民間保育サービス施設（認可外保育施設）の入所児童の処遇向上のため、継続して事業を実施する。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

2,147 2,147

52460

正職員以外

1,760 146 160

100

140 140目標値 人

基

本

情

報

人 79 69

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

602

事務事業名 民間保育サービス施設入所児童処遇向上事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 56.4 49.3

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

55 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

786

0

0.05 0.00

1,736 1,994 2,157

Ａ

Ａ

Ａ

1.00

0.00

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

2,184 2,146 1,799 2,215 2,382

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

３　子育て環境の充実

３　保育サービスの充実

1

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

1,816 1,779

508 593 600

総合戦略

「子ども・子育て支援新制度」に対応するため、子ども及びその保護者が教育・保育施設を円滑に利用するための支援を行う専門職員を配置。

R2年度実績 R3年度見込

設置箇所数 1

実績値

100.0

教育・保育施設を円滑に利用できるよう、当事者目線の寄り添い型の支援を実施する。

教育・保育施設を円滑に利用できるよう、当事者目線の寄り添い型の支援を実施する。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

508 593 600 738

367 0

0 0

738

0

0

0.00

368

周

辺

環

境

平成27年度からの「子ども・子育て支援新制度」の施行に伴い、「利用者支援事業」を創設。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

引き続き保護者に寄り添う対応を心がけていく。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

多様な形態がある教育・保育施設を保護者目線で円滑に利用してもらうためにも必須の事業

である。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

専門職員が窓口業務や電話対応等において、柔軟かつ適切に対応している。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

利用者支援事業の普及と適正な実施のため、本事業を確実に実施していく。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

1.00

(1,994 ) (2,157 )（事業費集計済分）

800

正職員

（人）正職員以外
0.05

0 0

368 367 0

0 0 0

0

0

事

業

概

要

対　象

子ども及びその保護者

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

地域子ども・子育て支援事業の質の向上を図るため、周南市子ども・子育て支援事業計画に従い実施する事業である。

(0 ) (0 ) (1,736 )
（人）

0 0

739599

正職員以外

1,799 2,215 2,382

786

1 1目標値 箇所

基

本

情

報

箇所 1 1

0.00 0.00 1.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

810593

事務事業名 利用者支援事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.0 100.0

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

1 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

716

0.15 0.10

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

0.00

0.10

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

918 1,879 1,674 2,500 3,826

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

３　子育て環境の充実

３　保育サービスの充実

26

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

550 777

0 0 0

総合戦略

●認可外保育施設を利用する第３子以降の児童を対象とし、年間１人５万円を限度に補助金を交付　（認可保育所への多子世帯保育料等軽減措

置との均衡を図るもの。）　　●県制度の多子世帯応援保育料補助により第３子以降で保育料が無料となる世帯の副食費を補助

R2年度実績 R3年度見込

民間保育サービス施設での対象児童数 20

実績値

53.8

子育て支援、少子化対策の一環として、多子世帯における経済的負担の軽減を図る。

子育て支援、少子化対策の一環として、多子世帯における経済的負担の軽減を図る。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

266 388 474 900

1,102 726

0 0

0

0

0

0.10

368

周

辺

環

境

平成14年10月から認可外保育施設事業者の届出が義務付けられ、県による情報提供等が実施されている。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

適正かつ効率的な事務ができるよう常に見直している。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

多子世帯の経済的負担の軽減を図るうえでも必要性が高い。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

適正に実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

民間保育サービス施設（認可外保育施設）の入所児童の処遇向上を図っていく。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

引き続き継続していくが、できるだけ認可施設と同様の取組みを行うよう支援していく必要がある。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

284

正職員

（人）正職員以外
0.05

0 0

368 1,102 726

0 0 0

716

0

事

業

概

要

対　象

民間保育サービス施設（認可外保育施設）へ通所している第３子以降で就学前の児童及び保護者

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

全県的な事業であり、民間保育サービス施設（認可外保育施設）の入所児童の処遇向上のため、継続して事業を実施する。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

716 716

884474

正職員以外

948 1,784 3,110

1,555

26 26目標値 人

基

本

情

報

人 17 21

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

1,555389

事務事業名 多子世帯応援保育料等軽減事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 65.4 80.8

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

14 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

316,412

5,295

2.00 2.00

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

0.00

0.74

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

247,514 17,014 17,476 134,789 436,398

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

３　子育て環境の充実

３　保育サービスの充実

0

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

224,747 2,326

112,605 0 0

該当 該当総合戦略

●公立保育所の再編整備計画の策定　●公立保育所・幼稚園の連携・一元化　●公立保育所の民営化に伴う民間事業者の参入調整、施設整備に対

する補助　●公立保育所の民営化に向けた引継保育の実施

R2年度実績 R3年度見込

再編整備を行った公立保育所等の数 1

実績値

-

公立保育所の再編整備を推進し、保育サービスの向上と安心・安全な保育環境の確保に努める。

多様な保育ニーズに対応した保育環境の提供

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

73,700

15,535 0 0 0

14,688 14,522

64,500 0

0

30,000

0

1.70

22,767

周

辺

環

境

令和２年度に鹿野こども園の施設改修を実施したほか、公立保育所の再編整備方針に基づき、令和４年度からの周央保育園の民営化を進めている。

平成25年度に策定した公立保育所の再編整備方針により平成30年度末までに４施設を民営化により廃止した。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

民間活力を導入した施設整備を図ることで、安心・安全な施設への更新や多様な保育ニーズへ

の対応、コストの削減を図る余地がある。９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

公立施設の方向性を検討し、安心・安全な保育環境を確保するための事業であり、妥当であ

る。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

鹿野こども園の施設改修を実施したほか、令和４年度からの周央保育園の民営化を進めてお

り、達成できている。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

鹿野こども園の改修工事を実施したほか、令和４年度からの周央保育園の民営化を進めており、一定の成果が見られる。今後は、令和２年度末に策定

した施設分類別計画に基づき、他の公立施設の再編整備方針を具体化していく必要がある。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

施設分類別計画に基づき、公立施設の再編整備方針を具体化することで、安心・安全かつ多様な保育ニーズに対

応した保育環境を提供していく。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

32,107

正職員

（人）正職員以外
3.09

0 2,000

22,767 14,688 14,522

0 0 0

12,164

0

事

業

概

要

対　象

保育を必要とする就学前児童及び保護者、民間事業者

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

出生数の減少等により就学前児童の人口は減少しているものの、都市地域の保育ニーズは増大しており、利用者の推移を見据えた定員の確保が必要となっている。一方

で、利用者の減少により適切な集団規模の確保が困難となっている施設については、既存施設の統合や認定こども園化等を検討していく必要がある。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

5,295 12,164

2,59454

正職員以外

2,954 129,494 424,234

0

0 1目標値 施設

基

本

情

報

施設 0 1

0.00 0.00 0.00

2,900 124,900

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

4,1222,326

事務事業名 保育所再編整備事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - 100.0

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

0 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

39,524

2,504

0.00 0.00

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

0.00

0.35

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

0 0 0 76,364 80,482

令和３年度

事業期間 令和2年度分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

３　子育て環境の充実

３　保育サービスの充実

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

0 0

0 0 0

総合戦略

●対象児童の保護者に対する施設等利用給付費の交付

R2年度実績 R3年度見込

指標なし

実績値

-

●子どもたちに質の高い幼児教育の機会を保障する　●子育て世帯の経済的な負担軽減を図る

●子どもたちに質の高い幼児教育の機会を保障する　●子育て世帯の経済的な負担軽減を図る

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 18,440

0 0

0 0

36,879

0

0

0.20

0

周

辺

環

境

幼児教育・保育の無償化に伴い、子ども・子育て新制度に移行していない幼稚園や認可外保育施設等の利用者で無償化の対象となった児童の運営費を給付することと

なった

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

保護者の負担軽減のためにも、保護者への償還払いだけでなく法定代理受領等による効率的

な給付方法についての検討が必要９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

国の制度に基づく事業であり適切に実施していく。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ

適正に実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

適正に実施しているが、今後は施設や保護者の負担軽減のためにも、償還払いだけでなく法定代理受領等による効率的な給付方法についての検討も必

要である。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト削減

国の制度に基づく事業であり、引き続き適切かつ効率的に実施していく。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.00

0 0

0 0 0

0 0 0

1,431

0

事

業

概

要

対　象

・子どものための教育・保育給付の対象外である幼稚園、認可外保育施設、預かり保育事業、一時預かり保育事業、病児保育事業　等を利用する３歳以

上児及び住民税非課税世帯の０～２歳児　・対象児童の保護者

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

2,504 1,431

18,5410

正職員以外

0 73,860 79,051

19,762

目標値

基

本

情

報

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

19,7650

事務事業名 施設等利用給付事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

-



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

33,922

3,220

0.25 0.50

12,840 6,472 20,739

Ａ

Ａ

Ａ

13.00

0.45

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

43,356 48,841 63,256 70,682 107,871

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

３　子育て環境の充実

３　保育サービスの充実

35

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

40,777 47,005

12,091 19,475 17,733

総合戦略

●地域子ども・子育て支援事業における幼稚園児の「一時預かり事業」を私立幼稚園に委託　●保護者のパート就労や求職活動、疾病等により一時的に

家庭での保育が困難となる児童の一時預かりを実施　●事業目的に沿った保育を実施する私立保育所に対し、補助金を交付

R2年度実績 R3年度見込

事業実施数 35

実績値

100.0

保育を必要とする幼稚園児の一時預かり事業を市が幼稚園に委託することにより幼稚園教育を受ける機会の拡大を図る。　保護者の勤務形態の多様化や

急病、育児疲れの解消に伴う一時的な保育ニーズに対応するとともに、通常の保育事業を補完する有効な保育サービスを提供する。

保育を必要とする幼稚園児の一時預かり事業を市が幼稚園に委託することにより幼稚園教育を受ける機会の拡大を図る。　保護者の勤務形態の多様化や

急病、育児疲れの解消に伴う一時的な保育ニーズに対応するとともに、通常の保育事業を補完する有効な保育サービスを提供する。

人

員

コ

ス

ト

3,299

特

定

財

源

0

12,091 19,475 17,733 21,650

1,836 3,631

0 0

21,650

20,000

0

0.35

2,579

周

辺

環

境

平成27年度からの「子ども・子育て支援新制度」により、「一時預かり事業」創設。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

適正かつ効率的な事務ができるよう常に見直している。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

国の制度に基づく事業であり適切に実施していく。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

適正に実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

一時預かりを実施することで、保育の実施範囲を広げ子育て支援を行っていく。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

国の制度に基づく事業であり、引き続き適切かつ効率的に実施していく。

13.00

(6,472 ) (20,739 )（事業費集計済分）

12,092

正職員

（人）正職員以外
0.35

0 0

2,579 1,836 3,631

2,949 1,807 4,413

2,504

4,503

事

業

概

要

対　象

幼稚園児及びその保護者　保育の実施の対象とならない就学前児童及びその保護者

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

「子ども・子育て支援新制度」により創設された一時預かり事業の給付体系に位置付けられる保育所、幼稚園および認定こども園等への給付を、平成28年度より「子ども・

子育て支援費」に一本化し、円滑な給付に努める。

(0 ) (0 ) (12,840 )
（人）

3,220 2,504

22,35521,210

正職員以外

59,625 67,462 105,367

33,922

30 31目標値 件

基

本

情

報

件 31 32

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

13,1104,756

事務事業名 一時預かり事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 103.3 103.2

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

35 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

6,340

1,431

0.20 0.25

2,943 4,423 8,339

Ａ

Ａ

Ａ

7.00

0.20

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

17,847 19,666 18,834 19,152 29,980

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

３　子育て環境の充実

３　保育サービスの充実

22

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

1,926 1,579

16,373 18,197

3,620 7,066 4,384

総合戦略

多様な保育ニーズに対応するため、通常１１時間の開所時間を超えて更に１時間の延長保育を実施（公立保育所）　事業目的に沿った保育を実施す

る私立保育所、認定こども園、地域型保育施設に対し補助金を交付

R2年度実績 R3年度見込

延長保育実施園数 22

実績値

100.0

通常保育の時間帯では送迎が困難な保護者に対しての就労支援

通常保育の時間帯では送迎が困難な保護者に対しての就労支援

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

3,620 7,066 4,384 4,162

1,469 1,815

0 0

4,162

0

0

0.20

1,474

周

辺

環

境

平成22年度から保育対策等促進事業として再編され、国・県の補助は各1/3となる。

平成17年度に国・県費補助金から一般財源と交付金に二分化された。平成18年度から公立保育所の延長保育事業は一般財源化され、私立保育所のみ交付金の対

象となる。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

適正かつ効率的な事務ができるよう常に見直している。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

国の制度に基づく事業であり適切に実施していく。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

延長保育のニーズは増加しており、必要不可欠な就労支援であるため、引き続き事業を実施していく。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

国の制度に基づく事業であり、引き続き適切かつ効率的に実施していく。

4.00

(4,423 ) (8,339 )（事業費集計済分）

7,207

正職員

（人）正職員以外
0.20

0 0

1,474 1,469 1,815

1,491 1,161 1,545

1,431

0

事

業

概

要

対　象

保育所入所児童で通常の保育時間を超えて保育を必要とする児童

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

就労形態の多様化等に伴い、やむを得ない理由により、保育時間を延長して児童を預けられる環境が必要とされている。本事業は、こうしたニーズに対応するために必要な

事業であり、継続して事業を実施する。

(0 ) (0 ) (2,943 )
（人）

1,431 1,431

8,2366,760

正職員以外

17,019 17,721 28,549

6,340

17 17目標値 施設

基

本

情

報

施設 22 22

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

14,3242,486

事務事業名 延長保育事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 129.4 129.4

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

22 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

24,670

14,310

0.10 0.10

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

0.00

2.00

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

62,362 56,711 57,823 106,549 75,921

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

３　子育て環境の充実

３　保育サービスの充実

4

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

3,160 3,384

61,625 55,977

17,777 18,468 18,863

該当 総合戦略

家庭での保育が困難な生後３か月から小学生までの児童が、急性期あるいは病気の回復期にあり、集団保育の困難な期間において、一時的にその児童を

病児保育施設で預かり、保育を実施する。

R2年度実績 R3年度見込

実施医療機関 4

実績値

75.0

急性期あるいは病気回復期にある児童を一時的に保育することにより、保護者の子育てと就労の両立を支援する。

急性期あるいは病気回復期にある児童を一時的に保育することにより、保護者の子育てと就労の両立を支援する。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

17,777 18,468 18,863 30,664

734 726

0 0

30,664

23,001

0

0.20

737

周

辺

環

境

平成27年度からは、「子ども・子育て支援交付金」により同率にて補助。

平成16年度までは国・県費補助（3/4）があったが、平成17年度からは「次世代育成支援ソフト交付金」の一つに位置付けられている。平成20年度からは「病児・病後

児保育事業」として再編され、「保育対策等促進事業費補助金」として、国・県の補助は各1/3となる。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

適正かつ効率的な事務ができるよう常に見直している。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

国の制度に基づく事業であり適切に実施していく。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

適正に実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

保護者の子育てと就労の両立を支援するとともに、児童の健全育成及び資質の向上のためには、極めて重要な事業である。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

市内３か所の医療機関で実施しているが、徳山エリアについては十分な受入れ体制が確保できている状況ではなかっ

たため、令和２年度に徳山東部エリアに新たに１施設を整備し、令和３年度から事業を開始する。当面、ニーズに

合った受け入れ態勢が確保できたか、利用状況等検証していく。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

22,911

正職員

（人）正職員以外
0.10

2,975 10,975

737 734 726

0 0 0

1,431

0

事

業

概

要

対　象

急性期あるいは病気回復期にある生後３か月から小学生までの児童

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

市内３か所の医療機関で実施しているが、徳山エリアについては、十分に病児保育の受入れ体制が確保できている状況ではないため、新たな施設を設置し運用を開始す

る。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

14,310 1,431

19,93616,396

正職員以外

57,097 92,239 74,490

24,670

3 3目標値 施設

基

本

情

報

施設 3 3

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

2,14915,657

事務事業名 病児保育事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.0 100.0

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

3 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

644

716

0.05 0.10

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

0.00

0.10

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

0 447 1,998 1,133 2,290

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

３　子育て環境の充実

３　保育サービスの充実

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

0 80

0 26 423

総合戦略

保育所等の実費徴収額について補助を行う。　補助金額:給食費（副食材料費）子ども1人当たり月上限額4,500円、教材費・行事費等　　子ども１人

当たり月上限額2,500円（生活保護世帯のみ該当）

R2年度実績 R3年度見込

指標なし

実績値

-

世帯の所得状況や世帯員の状況に応じ、保育所等の利用支援を行う。

世帯の所得状況や世帯員の状況に応じ、保育所等の利用支援を行う。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 26 423 139

367 726

0 0

139

0

0

0.05

0

周

辺

環

境

幼児教育・保育の無償化制度が開始された令和元年１０月より新制度未移行幼稚園の保護者を対象に副食材料費の補助を開始。

子ども・子育て支援法に基づき、平成３０年４月１日から事業を開始。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

保護者が支払うべき副食費、日用品、文房具等の購入に要する費用又は行事への参加に要

する費用等の一部補助するもので妥当である。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

保護者の世帯状況等を勘案し、教育・保育に必要な実費徴収費用等の一部を給付することで、引き続き本市の子どもの健やかな成長を支援する。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.00

0 0

0 367 726

0 0 0

358

0

事

業

概

要

対　象

●保育所等を利用する生活保護受給世帯の児童の保護者　●新制度未移行幼稚園を利用する世帯のうち、以下のいずれかに該当する児童の保護者

①世帯の市県民税所得割額が7万7千101円未満　②世帯の子どものうち、小学校3年生以下の子どもで数えた場合の第3子以降

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

716 358

139426

正職員以外

1,272 417 1,932

644

目標値

基

本

情

報

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

64428

事務事業名 実費徴収補足給付事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 こども局・こども支援課

指

標
活動指標

手　段

-

-


